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ハローワークレポート

【有効求人倍率の推移】
（単位：倍、ポイント）

（注）　1．新規学卒を除き、パートを含む常用

　　　　2．下段（　）内は、対前年増減

【一般職業紹介状況】
（単位：人、％、倍、ポイント）

A 新規求職申込件数

B 月間有効求職者数

C 新規求人数

D 月間有効求人数

E 紹介件数

F 就職件数

G 月間有効求人倍率（D／B）

（注）　新規学卒を除き、パートを含む常用
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令和５年３月３０日発行

ハローワーク
２ 内容

R E P O R T
　　　２月の有効求人倍率は１．４４倍となり、前年同月と同率となった。
　　新規求職申込件数は前年同月比５．２％増加し、月間有効求職者数は５．２％減少した。
　　また、新規求人数は前年同月比１７．４％減少し、月間有効求人数は４．７％減少した。

 　　（注）　 ハローワークインターネットサービスの機能拡充に伴い、令和3年9月以降の数値には、ハローワークに来所せず、
　　　　　　オンライン上で求職登録した求職者数や、求職者がハローワークインターネットサービスの求人に直接応募した就職
　　　　　　件数等が含まれている。
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令和５年 令和４年

２月 ２月

1,521 1,842 ▲ 17.4 16,609 16,333 1.7 

Ａ Ｂ 農・林・漁業 16 27 ▲ 40.7 248 323 ▲ 23.2 

C 鉱業、採石業 5 6 ▲ 16.7 31 37 ▲ 16.2 

Ｄ 建設業 205 274 ▲ 25.2 2,191 2,215 ▲ 1.1 

Ｅ 製造業 106 138 ▲ 23.2 1,286 1,137 13.1 

（09食料品製造業） (50) (92) (▲ 45.7) (770) (653) (17.9)

(12木材・木製品製造業） (8) (12) (▲ 33.3) (64) (70) (▲ 8.6 )

G 情報通信業 6 24 ▲ 75.0 167 182 ▲ 8.2 

H 運輸業、郵便業 93 131 ▲ 29.0 907 1,242 ▲ 27.0 

I 卸売・小売業 145 206 ▲ 29.6 1,795 1,782 0.7 

　 (56～61小売業） (119) (179) (▲ 33.5) (1,483) (1487) (▲ 0.3)

Ｍ 宿泊業、飲食サービス業 98 105 ▲ 6.7 1,114 1,008 10.5 

(７６飲食業） (53) (50) (6.0) (587) (591) （▲ 0.7)

P 医療・福祉 422 500 ▲ 15.6 5,438 5,155 5.5 

（83医療業） (152) (171) (▲ 11.1) (1,763) (1,788) (▲ 1.4)

(269) (329) (▲ 18.2) (3,657) (3,353) (9.1)

R サービス業（他に分類されないもの） 117 158 ▲ 25.9 1,394 1,391 0.2 
（注） 新規学卒を除き、パートを含む常用

【新規求職者の年齢別等状況】

令和５年 令和４年

２月 ２月

新規求職申込件数 794 755 5.2 7,927 7,966 ▲ 0.5

44歳以下 348 379 ▲ 8.2 3,630 3,741 ▲ 3.0

29歳以下 157 177 ▲ 11.3 1,526 1,530 ▲ 0.3

45歳以上 446 376 18.6 4,297 4,225 1.7

55歳以上 266 221 20.4 2,673 2,565 4.2

新規求職者のうち離職者 386 413 ▲ 6.5 4,877 4,735 3.0

事業主都合離職者 88 96 ▲ 8.3 1,251 1,152 8.6
（注） 新規学卒を除き、パートを含む常用

【雇用保険取扱状況】
（単位：人、千円、％）

令和５年 令和４年

２月 ２月

適用事業所数 4,450 4,476 ▲ 0.6 - - -

資格取得者数（全数） 590 501 17.8 10,406 10,186 2.2

一般被保険者 545 465 17.2 8,053 7,668 5.0

高年齢被保険者 37 34 8.8 614 576 6.6

短期特例被保険者 8 2 300.0 1,739 1,942 ▲ 10.5

資格喪失者数（全数） 762 718 6.1 10,371 10,653 ▲ 2.6

一般被保険者 570 516 10.5 7,820 8,082 ▲ 3.2

うち事業主都合 73 23 217.4 453 637 ▲ 28.9

高年齢被保険者 89 75 18.7 1,223 1,159 5.5

短期特例被保険者 103 127 ▲ 18.9 1,328 1,412 ▲ 5.9

被保険者数（全数） 55,661 56,651 ▲ 1.7 - - -

一般被保険者 48,862 49,973 ▲ 2.2 - - -

高年齢被保険者 6,174 5,937 4.0 - - -

短期特例被保険者 625 741 ▲ 15.7 - - -

受給資格決定件数 185 189 ▲ 2.1 2,323 2,421 ▲ 4.0

受給者実人員 693 765 ▲ 9.4 8,842 8,873 ▲ 0.3

支給金額 78,314 111,283 ▲ 29.6 1,121,200 1,303,653 ▲ 14.0

短期特例一時金受給者数 214 244 ▲ 12.3 1,476 1,520 ▲ 2.9

高年齢給付受給者数 103 64 60.9 821 692 18.6

支給人員 30 49 ▲ 38.8 602 667 ▲ 9.7

支給金額 11,656 21,253 ▲ 45.2 232,369 276,070 ▲ 15.8
（注） １　適用事業所数、被保険者数は各月末現在。　２　H29,1,1から65歳以上の方が高年齢被保険者として適用拡大。

【新規求人数の産業別状況】
（単位：人、％）
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【高年齢者職業紹介状況】
（単位：人、％）

（注）　高年齢者：55歳以上、パートを含む常用

【障害者職業紹介登録状況】
（単位：人、％）

新規求職申込件数

紹介件数

就職件数

【パートタイム職業紹介状況】
　　　（単位：人、％、ポイント）

（注）　常用的パート

【完全失業率の推移】

　　（注）１　北海道分は原数値、全国分は季節調整値。　　　　 〔資料出所：総務省統計局「労働力調査結果」〕

２　（　）内は前年同期。
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　　　道東地域の経済概況
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（日銀釧路支店金融経済概況抜粋「３月１３日公表」）

　　　雇用失業情勢　　　     　　　　　　     　　  (ハローワークくしろ　業務統計２月分)

当月の新規求職申込件数は７９４人で前年同月比５．２％(３９人)増加し、３か月連続で前年同月を上回った。月間

有効求職者数は２，８９９人で前年同月比５．２％（１６０人）減少し、７か月連続で前年同月を下回った。

また、新規求人数は１，５２１人で前年同月比１７．４％（３２１人）減少し、２か月ぶりに前年同月を下回った。月間有

効求人数は４，１８８人で前年同月比４．７％（２０７人）減少し、４か月連続で前年同月を下回った。これにより、月間有

効求人倍率は１．４４倍となり、前年同月と同率となった。

新規求人数を主な産業別でみると、減少となったのは、「農林漁業」４０．７％（１１人）、「鉱業・採石業」１６．７％（１

人）、「建設業」２５．２％（６９人）、「製造業」２３．２％（３２人）、「情報通信業」７５．０％（１８人）、「運輸業、郵便業」２９．

０％（３８人）、「卸売業、小売業」２９．６％（６１人）、「宿泊業、飲食サービス業」６．７％（７人）、「医療、福祉」１５．６％

（７８人）、「サービス業」２５．９％（４１人）となった。

新規求人の常用・パート別では、前年同月比でみると、常用は１，０４０人と２２．７％（３０５人）減少し、パートは４８１

人と３.２％（１６人）減少した。これにより、新規求人の中でパートの占める割合は３１.６％となり、４．６ｐの増加となった。

道東地域の景気は、緩やかに持ち直している。

すなわち、公共投資は、幾分減少している。設備投資は、高水準で推移している。住宅投資は、減少している。個人

消費は、物価上昇の影響を受けつつも、全体としては緩やかに持ち直している。生産は、弱めの動きがみられる。労働

需給は、引き締まっている。

この間、短観でみた企業の業況感は、改善している。

先行きについては、国際商品市況の動向およびその国内価格への波及や感染症の動向が、管内の経済活動全般に

及ぼす影響を注視していく。

公共投資は、幾分減少している。

公共工事請負金額は、前年を下回った。

設備投資は、高水準で推移している。

道東地域の１２月短観における２０２２年度設備投資計画は、一部に能力増強や生産性向上を目的とした戦略投資が

みられ、全体では前年を上回る計画となっている。

ただし、資材価格や感染症の動向など、設備投資を取り巻く環境の不確実性が引き続き高いことから、今後の投資実

行状況を注視していく必要がある。

住宅投資は、減少している。

新設住宅着工戸数は、持家、貸家が前年を上回り、分譲が前年を下回った。

個人消費は、物価上昇の影響を受けつつも、全体としては緩やかに持ち直している。

主要小売店売上高は、堅調となっている。

耐久消費財をみると、乗用車新車登録台数（含む軽）は、普通・小型乗用車、軽乗用車ともに前年を上回り、全体でも

前年を上回った。家電販売は、弱い動きとなっている。

旅行・観光関連をみると、主要温泉地の宿泊人数、市内ホテルの宿泊人数は、緩やかに持ち直している。空港乗降客

数は、緩やかに持ち直している。

生産は、弱めの動きがみられる。

主要生産品目別にみると、乳製品、水産加工品ともに、弱めの動きがみられる。

企業倒産

企業倒産は、倒産件数、負債総額ともに前年を上回った。
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